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　　国民健康保険・老人保健

　　急激に進む少子高齢社会。国民皆保険制度を将来にわたり維持するため、このほ

　ど医療の抑制や給付と負担の公平化を図る医療制度改革関連法が成立しました。

　　平成18年10月からは、「70歳以上で現役並み所得者の病院等の窓口負担が２割か

　３割になる」などの保険給付等の見直しがあります。

　　今回の主な改正内容をお知らせします。

　　　70歳以上または老人保健で医療を受ける人のうち、現役並みの所得がある人は、医療機関に支払う自己

　　負担割合が引き上げられます。

　　　療養病床に入院する70歳以上の人は、これまで食材料費相当のみ負担していましたが、今回の改正で食

　　費と居住費を負担することになります。

　　　同じ人が同じ月内に、同一の医療機関に支払った自己負担額の合計が高額になった場合、申請をして認

　　められると、自己負担限度額を超えた分は、高額療養費(高額医療費)として支給されます。

　　　被保険者が出産したときに受けられる出産育児一時金の支給が３５万円に引き上げられます。

　　　特定疾病療養受給者証をお持ちで、慢性腎不全で人工透析を必要とする上位所得者は自己負担が

　　引き上げられます。

所得の低い人は、

負担が軽減されます。

平成18年9月30日まで
食材料費相当を負担

２４,０００円（日780円×30日）

平成18年10月１日から
食　費　４２,０００円
居住費　１０,０００円

現役並み所得者

同一世帯に課税所得１４５万円以上の所得がある70歳以上の国保被保険
者または老人保健で医療を受ける人がいる人。
例 ・単身世帯の場合は３８３万円以上の収入がある人
　 ・２人以上の場合は５２０万円以上の収入がある人

一　　　　　般

同一世帯の世帯主及び国保の被保険者（老人保健対象者は世帯全員）が住
民税非課税でその世帯の各所得が必要経費・控除(年金の所得は控除額を
８０万円として計算)を差し引いたときに０円となる人。

所得判定基準(平成18年８月１日から適用)

自己限度額区分

上 位 所 得 者

一　　　　　般

平成１８年９月まで 平成１８年１０月１日から

139,800円＋
医療費が466,000円を超えた場合は、その超
えた分の１%を加算(4回目以降は77,700円)

150,000円＋
医療費が500,000円を超えた場合は、その超
えた分の１%を加算(4回目以降は83,400円)

72,300円＋
医療費が241,000円を超えた場合は、その超
えた分の１%を加算(4回目以降は40,200円)

80,100円＋
医療費が267,000円を超えた場合は、その超
えた分の１%を加算(4回目以降は44,400円)

35,400円(4回目以降は24,600円) 35,400円(4回目以降は24,600円)住民税非課税世帯

②70歳未満の人

上位所得者とは、基礎控除後の総所得金額などが、670万円（平成18年10月から600万円）を超える世帯。

自己限度額区分

現役並み所得者

一　　　　　般

平成１８年９月まで 平成１８年１０月１日から

外　　来

（個人単位）

外　来 ＋ 入　院

（世帯単位）

外　　来

（個人単位）

外　来 ＋ 入　院

（世帯単位）

72,300円＋
医療費が361,000円を超えた場
合は、その超えた分の１%を加算
(4回目以降は40,200円)

40,200円

80,100円＋
医療費が267,000円を超えた場
合は、その超えた分の１%を加算
(4回目以降は44,400円)

44,400円

12,000円 40,200円 12,000円 44,400円

18,000円
24,600円

18,000円
24,600円

15,000円 15,000円

①70歳以上または老人保健で医療を受ける人

① 公的年金等控除の見直し・老年者控除の廃止に伴う経過措置
　 公的年金等控除見直し及び老年者控除の廃止により、新たに現役並み所得者になった人で、次のいずれかに
　 あてはまる人については、「自己負担限度額」についてのみ｢一般｣を適用します。

所得区分が上がる人には経過措置があります。(平成１８年８月から２年間)

ア 課税所得 １４５万円以上２１３万円未満

イ 収入の合計金額
高齢者が１人世帯 ３８３万円以上４８４万円未満

高齢者が２人以上の世帯 ５２０万円以上６２１万円未満

平成１８年９月３０日まで １０，０００円

平成１８年１０月１日から ２０，０００円

平成１８年９月３０日まで ３００，０００円

平成１８年１０月１日から ３５０，０００円

住民非課税世帯

３０,０００円

年金受給額80万円以下等

２２,０００円

老齢福祉年金受給者

１０,０００円


